
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 18日

上   場   会   社   名       大建工業株式会社 上場取引所 東 大

コード番号       7905 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 富山県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　藤井　克巳 TEL (06) 6452 - 6345
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 18日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 182,763 △ 1.3 3,238 △ 22.3 4,337 2.1

12年  3月期 185,142 △ 1.2 4,172 199.7 4,246 78.9

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 7,857 - △ 59.69 - △ 14.8 2.6 2.4

12年  3月期 △ 2,579 - △ 19.44 - △ 4.3 2.6 2.3
(注)①期中平均株式数 13年  3月期   131,634,469 株　　　12年  3月期   132,657,219 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 7.50 3.75 3.75 983 - 2.0

12年  3月期 7.50 3.75 3.75 995 - 1.7

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 169,711 48,293 28.5 369.00

12年  3月期 161,340 57,740 35.8 435.26

（注）期末発行済株式数　13年  3月期      130,875,219　株　　　12年  3月期      132,657,219株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 93,000 2,200 1,000 3.75 － －

通　　期 187,000 4,500 2,100 － 3.75 7.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            16 円   5 銭
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１０．財務諸表等 
 
（１）貸借対照表 
 

（単位：百万円） 

第８４期 第８５期 増 減 
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） （△印減） 

期 別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
（資産の部）    ％   ％  
Ⅰ 流動資産         
 １．現金及び預金   １２，２８２   ８，６０２  △３，６８０ 
 ２．受取手形   １１，５０５   ２１，８２４  １０，３１９ 
 ３．売掛金   ２７，７０９   ２８，７７８  １，０６９ 
 ４．有価証券   １７３   ２，９００  ２，７２７ 
 ５．棚卸資産   ２７，９５４   ２５，７３３  △２，２２１ 
 ６．短期貸付金   ２，３７２   ４，９５８  ２，５８６ 
 ７．繰延税金資産   １，０５６   １，８１５  ７５９ 
８．その他   ２，３８２   ２，１７０  △  ２１２ 

貸倒引当金   △   １５３   △   １９６  △   ４３ 
流動資産合計   ８５，２８０ 52.9  ９６，５８４ 56.9 １１，３０４ 

         
Ⅱ 固定資産         
１．有形固定資産         

(1)建物   ８，８６４   ８，３８３  △  ４８１ 
(2)機械及び装置   １４，４３８   １２，４１６  △２，０２２ 
(3)土地   １０，３６４   １０，３４０  △   ２４ 
(4)建設仮勘定   １８７   ４９１  ３０４ 
(5)その他   ２，２０６   ２，１９１  △   １５ 

    小計   ３６，０５９   ３３，８２１  △２，２３８ 
 ２．無形固定資産         
  (1)ソフトウェア   ５１４   ３１０  △  ２０４ 
  (2)その他   １１１   １０９  △    ２ 
    小計   ６２５   ４１９  △  ２０６ 
 ３．投資その他の資産         
  (1)投資有価証券   １７，８３４   １４，９０３  △２，９３１ 
  (2)長期貸付金   １７，７７５   １９，０６１  １，２８６ 

(3)繰延税金資産   ５９３   ５，３７０  ４，７７７ 
(4)その他   ３，７２３   ３，４３３  △  ２９０ 

   貸倒引当金   △   ５４９   △ ３，８８０  △３，３３１ 
  小計   ３９，３７６   ３８，８８７  △  ４８９ 
  固定資産合計   ７６，０６０ 47.1  ７３，１２７ 43.1 △２，９３３ 
  資産合計   １６１，３４０ 100.0  １６９，７１１ 100.0 ８，３７１ 
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（単位：百万円） 

第８４期 第８５期 増 減 
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） （△印減） 

期 別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
（負債の部）    ％   ％  
Ⅰ 流動負債         
 １．支払手形   ２９，３２９   ２１，４４４  △７，８８５ 
 ２．買掛金   １５，３８３   １７，７８２  ２，３９９ 
 ３．一年以内に償還予定の      
   転換社債   

― 
  

１，２５４ 
 

１，２５４ 

 ４．短期借入金   ２１，１６５   ２０，５６４  △  ６０１ 
 ５．未払金   ６，０８５   ２２，３４３  １６，２５８ 
 ６．未払法人税等   ４１   ７９  ３８ 
７．賞与引当金   １，７５９   １，６１４  △  １４５ 
８．繰延ヘッジ利益   ―   ６３３  ６３３ 
９．その他   ４，０６６   ２，７４７  △１，３１９ 

流動負債合計   ７７，８２８ 48.2  ８８，４６０ 52.1 １０，６３２ 
         
Ⅱ 固定負債         
 １．転換社債   １，２５４   ―  △１，２５４ 
２．長期借入金   １９，６８２   ２５，３０９  ５，６２７ 
３．退職給与引当金   ２，６８５   ―  △２，６８５ 
４．退職給付引当金   ―   ４，５１１  ４，５１１ 
５．適格退職年金過去勤務      

   債務引当金   
１，５０６ 

  
― 

 
△１，５０６ 

 ６．債務保証損失引当金   ―   ２，５００  ２，５００ 
７．その他   ６４５   ６３８  △    ７ 

固定負債合計   ２５，７７２ 16.0  ３２，９５８ 19.4 ７，１８６ 
負債合計   １０３，６００ 64.2  １２１，４１８ 71.5 １７，８１８ 

         
（資本の部）         
Ⅰ 資本金   １３，１５０ 8.2  １３，１５０ 7.7 ― 
Ⅱ 資本準備金   １１，８５１ 7.3  １１，８５１ 7.0 ― 
Ⅲ 利益準備金   ２，５６０ 1.6  ２，６６０ 1.6 １００ 
Ⅳ その他の剰余金         
 １．任意積立金   ３０，０２０   ２６，０１５  △４，００５ 
 ２．当期未処分利益   １５９   ―  △  １５９ 
 ３．当期未処理損失   ―   ５，３８３  ５，３８３ 

その他の剰余金合計   ３０，１７９ 18.7  ２０，６３２ 12.2 △９，５４７ 
    資本合計   ５７，７４０ 35.8  ４８，２９３ 28.5 △９，４４７ 
         

負債・資本合計   １６１，３４０ 100.0  １６９，７１１ 100.0 ８，３７１ 
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（２）損益計算書 
 

（単位：百万円） 

第８４期 第８５期 
（平成１１年４月１日 （平成１２年４月１日 

～平成１２年３月３１日） ～平成１３年３月３１日） 

増 減 
（△印減） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
    ％   ％  
Ⅰ 売上高         
 １．製品売上高  １１７，０６１   １１５，０６９    
 ２．商品売上高  ４２，０５０   ４５，３３０    
 ３．エンジニアリング売上高 ２６，０３１ １８５，１４２ 100.0 ２２，３６４ １８２，７６３ 100.0 △２，３７９ 

         
Ⅱ 売上原価         
 １．製品・商品売上原価         
   製品・商品期首棚卸高  ２４，９０９   ２３，７４７    
   当期製品仕入高  ４８，８６７   ５２，１２９    
   当期商品仕入高  ３９，８３９   ４２，４８４    
   当期製品製造原価  ３８，３０５   ３５，５８７    

    合  計  １５１，９２０   １５３，９４７    
   他勘定振替出高  １，６０６   １，８０５    
   製品・商品期末棚卸高  ２３，７４７   ２３，３４０    
   製品・商品売上原価  １２６，５６７   １２８，８０２    
 ２．エンジニアリング売上原価 ２１，２１１ １４７，７７８ 79.8 １７，９１５ １４６，７１７ 80.3 △１，０６１ 

         
売上総利益   ３７，３６４ 20.2  ３６，０４６ 19.7 △１，３１８ 

         
Ⅲ 販売費及び一般管理費   ３３，１９２ 17.9  ３２，８０８ 18.0 △  ３８４ 

         
    営業利益   ４，１７２ 2.3  ３，２３８ 1.8 △  ９３４ 
         
Ⅳ 営業外収益         
 １．受取利息  ６８８   ６９２    
 ２．受取配当金  １８６   ４１７    
 ３．賃貸料  ３８２   ３９４    
 ４．有価証券利息  ２２   ２６    
 ５．有価証券売却益  ―   ３４８    
 ６．為替差益  ―   ２３    
 ７．雑収入  １，１３８ ２，４１６ 1.3 １，０６７ ２，９６７ 1.6 ５５１ 

         
Ⅴ 営業外費用         
 １．支払利息及び割引料  １，５４０   ―    
 ２．支払利息  ―   １，０５２    
 ２．社債利息  ２６   ２６    
 ３．売上割引  ３９７   ３５３    
 ４．有価証券売却損  ２８９   ―    
 ５．為替差損  １２   ―    
 ６．雑支出  ７８ ２，３４２ 1.3 ４３７ １，８６８ 1.0 △  ４７４ 

         
    経常利益   ４，２４６ 2.3  ４，３３７ 2.4 ９１ 
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（単位：百万円） 

第８４期 第８５期 
（平成１１年４月１日 （平成１２年４月１日 

～平成１２年３月３１日） ～平成１３年３月３１日） 

増 減 
（△印減） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 
    ％   ％  
Ⅵ 特別利益         
 １．ゴルフ会員権売却益  ４   ７    
 ２．退職給付信託設定益  ―   ６，４５１    
 ３．営業権譲渡益  ―   ３００    
 ４．投資有価証券売却益  ― ４ 0.0 ６４６ ７，４０４ 4.1 ７，４００ 

         
Ⅶ 特別損失         
 １．固定資産除却損  ４５８   ２０１    
 ２．投資有価証券評価損  ８７０   １２９    
 ３．貸倒引当金特別繰入額  ２８３   ３，４５４    
 ４．役員退職金  １０４   ７１    
 ５．適格退職年金過去勤務       

   債務引当金繰入額  
３，０２９ 

  
― 

   
 ６．特定金銭信託整理損  ２，０１８   ―    
 ７．棚卸資産廃棄損  ９９２   ―    
 ８．本社事務所移転費用他  ２７８   ―    
 ９．退職給付会計基準変更       

   時差異償却額  
― 

  
１２，０７８ 

   
１０．金利スワップ評価損失  ―   ５，０９９    
１１．債務保証損失引当金繰入額 ―   ２，５００    
１２．ゴルフ会員権評価損  ―   ２１６    
１３．関係会社株式評価損  ―   ７０    
１４．関係会社株式整理損  ―   ３２    
１５．金利スワップ解約損失  ―   ４５２    
１６．住設他事業撤退損  ―   ２２８    
１７．貸倒損失  ― ８，０３２ 4.3 ２９０ ２４，８２０ 13.6 １６，７８８ 

         
 税引前当期純損失   ３，７８２ △2.0  １３，０７９ △7.2 ９，２９７ 
         
 法人税、住民税及び事業税  ３１６   ３１４    
法人税等調整額  △１，５１９ △１，２０３ △0.6 △５，５３６ △５，２２２ △2.8 △４，０１９ 

         
当期純損失   ２，５７９ △1.4  ７，８５７ △4.3 ５，２７８ 
         
前期繰越利益   ２，９２０   ３，６１６  ６９６ 
利益による自己株式消却額   ―   ６００  ６００ 
過年度税効果調整額   １３０   ―  △  １３０ 
税効果会計適用に伴う特別      

償却積立金取崩額   
３９ 

  
― 

 
△   ３９ 

税効果会計適用に伴う海外      

投資等損失積立金取崩額   
１９６ 

  
― 

 
△  １９６ 

中間配当額   ４９７   ４９３  △    ４ 
中間配当に伴う利益準備金      

積立額   
５０ 

  
４９ 

 
△    １ 

         
当期未処分利益   １５９   ―  △  １５９ 
当期未処理損失   ―   ５，３８３  ５，３８３ 
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（３）利益処分案 
 

（単位：百万円） 

第８４期 第８５期 期 別 
科 目 金  額 金  額 
      
Ⅰ 当期未処分利益   １５９  ― 
Ⅱ 当期未処理損失   ―  ５，３８３ 
Ⅲ 任意積立金取崩額      
   特別償却積立金取崩額  ５  ３３  
   海外投資等損失積立金取崩額 ―  ５４  
   別途積立金取崩額  ４，０００ ４，００５ ７，０００ ７，０８７ 

合  計   ４，１６４  １，７０４ 
Ⅳ 利益処分額      
 １．利益準備金  ５１  ４９  
 ２．配当金  ４９７  ４９１  
 ３．取締役賞与金  ―  ―  
 ４．任意積立金      
    別途積立金  ― ５４８ ― ５４０ 
Ⅴ 次期繰越利益   ３，６１６  １，１６４ 
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（４）重要な会計方針 
 

第８４期 第８５期 期別 
項目 （平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
１．有価証券の評価基準及び評価  移動平均法による原価基準によっている。 （１）売買目的有価証券 
 方法  
  

   ･･･時価法（売却原価は移動平均法により算
定している。） 

  （２）満期保有目的の債券 
     ･･･償却原価法（定額法） 
  （３）その他有価証券 
     時価のあるもの 
      ･･･主として移動平均法による原価法 
     時価のないもの 
      ･･･主として移動平均法による原価法 
   
２．デリバティブ等の評価基準及        デリバティブ 
 び評価方法         ･･･時価法 
        
３．棚卸資産の評価基準及び評価  移動平均法による原価基準によっている。  同 左 
 方法   
   
４．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 
 
 
 
 

 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）については定額法）を
採用している。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

 

法人税法に規定する方法と同一の基準による定
率法によっている。 
 ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）については、法人税法に定める
定額法を採用している。  建物及び構築物 ３～６０年 

   機械装置及び車両運搬具 ４～１５年 
   
 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 
 
 
 
 

 定額法を採用している。 
 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用している。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 法人税法の規定による方法と同一の定額法によ
っている。 
 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）による定額法に
よっている。 
（追加情報） 
 自社利用のソフトウェアについては、「研究開発
費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」
（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１２
号 平成１１年３月３１日）の経過措置の適用によ
り、従来の会計処理方法を継続適用している。ただ
し、同報告により上記に係るソフトウェアの表示に
ついては、当期より投資その他の資産の「長期前払
費用」から無形固定資産の「ソフトウェア」に変更
している。 
 なお、減価償却方法は、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっている。 

 
   
 （３）長期前払費用 （３）長期前払費用 
  定額法を採用している。 
 

 法人税法の規定による方法と同一の定額法によ
っている。  

   
５．外貨建の資産及び負債の本邦       

 通貨への換算基準       

       

       

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
いる。 
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第８４期 第８５期 期別 

項目 （平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
６．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 
 
 
 
 

 法人税法の規定に基づく実績繰入率による繰入
限度額のほか、個別の債権についても回収の可能性
を検討し、回収不能見込額を計上している。 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上している。 

   
 （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 
  同 左 
  
  
  
 

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準
（平成１０年度税制改正前の法人税法上の支給対
象期間基準による繰入限度額を基礎に、将来の支給
見込を加味して算定する方法）により計上してい
る。  

   
 （３）退職給与引当金 （３）退職給付引当金 
 
 

 従業員の退職金の支出に備えるため、自己都合に
よる期末要支給額の４０％相当額を計上している。 

  
  
  
  
  
  
  
  

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き当事業年度末において発生していると認められ
る額を計上している。 
 なお、会計基準変更時差異（１２，０７８百万円）
については、当事業年度において、投資有価証券（時
価１０，８０７百万円）を退職給付信託に拠出する
ことにより同額を一時に費用処理するほか、残額
（１，２７１百万円）についても一括費用処理して
いる。 

   
 （４）適格退職年金過去勤務債務引当金       
       
       
 

 適格退職年金の過去勤務費用の今後の発生に備
えるため、適格退職年金資産の当該事業年度末の過
去勤務債務額未償却残高を計上している。       

   
       （５）債務保証損失引当金 
       
       
       

 連結子会社への債務保証等に係る損失に備える
ため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見
込額を計上している。 

   
７．リース取引の処理方法  同 左 
  
  
 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっている。  

   
８．ヘッジ会計の方法       ①ヘッジ会計の方法 
       
       
       
       
       

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約
及び通貨オプションについては振当処理の要件を
満たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ
いては特例処理の要件を満たしている場合は特例
処理を採用している。 

       ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
       
       
       

 為替予約及び通貨オプションを手段とし、外貨建
債権債務及び外貨建予定取引を対象としている。金
利スワップを手段とし、借入金を対象としている。 

       ③ヘッジ方針 
       
       

 当社の内部規定である「リスク管理方針」に基づ
き、為替変動リスクをヘッジしている。 

       ④ヘッジ有効性評価の方法 
  
  
  
  
  
  

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は
相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の
累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動
額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。
ただし、特例処理によっている金利スワップについ
ては、有効性の評価を省略している。 
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第８４期 第８５期 期別 

項目 （平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
９．その他財務諸表作成のための （１）調整年金制度 （１）厚生年金基金制度 
 重要な事項 
 
 

 ①昭和４３年４月より従業員退職金（１５年以上
勤務者）の５０％について調整年金制度を採用し
ている。 

 ①昭和４３年４月より従業員退職金（１５年以上
勤務者）の５０％について厚生年金基金制度を採
用している。 

 
 
 
 
 

 ②平成１１年３月３１日現在の年金資産の合計
額は１９，５９２百万円（うち、厚生年金保険法
第８５条の２に規定する責任準備金は９，１００
百万円）である。なお、年金資産の合計額及び責
任準備金は年金決算確定額である。 

 ②平成１２年３月３１日現在の年金資産の合計
額は２１，５１０百万円（うち、厚生年金保険法
第８５条の２に規定する責任準備金は９，７８１
百万円）である。なお、年金資産の合計額及び責
任準備金は年金決算確定額である。 

  ③過去勤務費用の償却期間は２０年である。  ③過去勤務費用の償却期間は７年である。 
   
 （２）適格年金制度 （２）適格年金制度 
  ① 同 左 
  
 

 ①平成１２年３月より従業員退職金（１５年以上
勤務者）の一部について適格年金制度を採用して
いる。  

  ②過去勤務費用は年５０％定率で償却している。  ② 同 左 
       
       
 

 ③当該年金制度は定年退職者のみを対象として
いるので、移行に伴う退職給与引当金超過額の取
崩はない。       

        
 （３）消費税等の会計処理 （３）消費税等の会計処理 
  同 左 
 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっている。  
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（追加情報） 

第８４期 第８５期 
（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

（税効果会計の適用）       
      
      
      

財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用している。
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、資産が１，６４９
百万円増加し、当期純損失は１，５１９百万円少なく、当期末未処分
利益は１，８８４百万円多く計上されている。       
  
      （退職給付会計） 
      
      
      
      
      
      
      

 当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適
用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給
付に係る費用が１２，３８０百万円増加し、経常利益は３０２百万円
減少し、税引前当期純損失は１２，３８０百万円増加している。 
 また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未
払金は、退職給付引当金に含めて表示している。 

       
      （金融商品会計） 
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

 当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適
用し、金利スワップ、有価証券及びゴルフ会員権の会計処理方法、及
び貸倒引当金の計上基準について変更している。この結果、従来の方
法によった場合と比較して、経常利益は０百万円減少し、税引前当期
純損失は１１，２５１百万円増加している。 
 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、売買目的
有価証券、満期保有目的の債券及びその他有価証券に含まれている債
券のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、
それら以外は投資有価証券として表示している。その結果、期首時点
における流動資産の有価証券は５百万円減少し、投資有価証券は５百
万円増加している。 

       
      
      
      
      

 当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時
価評価を行っていない。 
 なお、平成１２年大蔵省令第８号附則第４項によるその他有価証券
に係る貸借対照表計上額は次のとおりである。 

       貸借対照表計上額 ８，６８７ 百万円 
       時価 ８，１５９  
       評価差額金相当額 △  ３０５  
       繰延税金資産相当額 ２２３  
       
      （外貨建取引等会計基準） 
      
      
      
      

 当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計
処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１０
月２２日））を適用している。この変更による損益への影響は軽微で
ある。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

第８４期 第８５期 
（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） 

    
 １ 担保資産及び担保付債務   １ 担保資産及び担保付債務  
 建物 １，３２６ 百万円  建物 １，２５７ 百万円 
 構築物 １２７   構築物 １１６  
 機械及び装置 １，６４０   機械及び装置 １，４９７  
 土地 ３７   土地 ３７  
 借地権 ２０   借地権 ２０  
 投資有価証券 ４，９７４   有価証券 ２，４００  
 計 ８，１２４   投資有価証券 ６，１１９  
     計 １１，４４６  
        
  上記のうち工場財団設定分は次のとおりである。   上記のうち工場財団設定分は次のとおりである。 
 建物 ４２７ 百万円  建物 ３９７ 百万円 
 構築物 １２７   構築物 １１６  
 機械及び装置 １，６４０   機械及び装置 １，４９７  
 借地権 ２０   借地権 ２０  
    計 ２，２１４      計 ２，０３０  
        
  担保付債務は次のとおりである。   担保付債務は次のとおりである。 
 長期借入金 ３６８ 百万円  長期借入金 ３２４ 百万円 
 転換社債（工場財団分） １，２５４   転換社債（工場財団分） １，２５４  
 保証債務 ２，５００   保証債務 ２，５００  
    計 ４，１２２      計 ４，０７８  
        
 ２ 関係会社に対する債権・債務  ２ 関係会社に対する債権・債務 
 売掛金 ４，３３４ 百万円  売掛金 ５，９９０ 百万円 
 受取手形 １，８３８   受取手形 ２，０１５  
 買掛金 １，９９１   買掛金 ４，６６５  
 支払手形 ２，１２９   支払手形 １，７６８  
 未払金 ３３８      
        
 ３ 主な外貨建資産・負債       
 外貨額 （円貨額）        
 

勘定科目 外貨種別 
千 百万円        

 現金及び預金 ＵＳ＄ ２５７ (２７)        
  Ｓ＄ １０３ (６)        
  ＨＫ＄ ４９２ (７)        
            
 売掛金 ＵＳ＄ １０４ (１１)        
  Ｓ＄ ３６８ (２３)        
  ＨＫ＄ ３７３ (５)        
            
 流動資産その他 ＵＳ＄ ３２ (３)        
  Ｓ＄ １４ (１)        
  ＨＫ＄ ２，６９４ (３７)        
            
 投資有価証券 Ｍ＄ ４１，０００ (１，６４４)        
            
 長期保証金 Ｓ＄ １８ (１)        
  ＨＫ＄ ２８ (１)        
            
 買掛金 ＵＳ＄ １６ (２)        
  Ｓ＄ ３４ (２)        
  ＨＫ＄ ４３９ (６)        
            
 短期借入金 Ｓ＄ ２８１ (１７)        
            
 流動負債その他 ＨＫ＄ ５００ (７)        
  Ｓ＄ １４ (１)        
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第８４期 第８５期 

（平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在） 
     
  外貨建長期金銭債権の決算日の為替相場による円換算額は     
次のとおりである。     

 貸借対照表計上額 ２ 百万円     
  （ＨＫ＄ ２８千他）      
 決算日の為替相場による      
 円換算額 

２ 
     

 差額（損） ０      
        
 ４ 株式の状況  ４ 株式の状況 
  授権株数・・・４００，０００千株  授権株数・・・３９８，２１８千株 
  
 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、
これらに相当する株式数を減ずることになっている。  

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、
これらに相当する株式数を減ずることになっている。 

  発行済株式総数 １３２，６５７千株  発行済株式総数 １３０，８７５千株 
    
 ５ 保証債務（借入金に係る保証）  ５ 保証債務（借入金に係る保証） 
 DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. ３，８８１ 百万円  DAIKEN SARAWAK SDN.BHD. ３，１４８ 百万円 
 （うち外貨建 １，３８１   （うち外貨建 ７０  
  US$ １２，１４３ 千、   M$ ２，１５７ 千） 
  M$ ３，２８４ 千）  ダイライト（株）  ２，５００  
 ダイライト（株） ５，０００   ダイケンホーム（株）の住宅購入者  
 ダイケンホーム（株）の住宅購入者   （住宅ローンつなぎ融資） ５８４  
 （つなぎローン等） １，１５４   当社の土地購入者  １６  
  
 ６ 受取手形割引高       
  １１，７２９ 百万円       
          
 ７ （追加情報）        

所有目的を変更した有価証券       
 投資有価証券より一時所有の有価証券に目的を変更した株式       
 ８６１，６６４株 １５７ 百万円       
 一時所有の有価証券より投資有価証券に目的を変更した株式       
 ９，２８５，４５６株 ４，０３０ 百万円       
          
      
      

 ８ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決
済処理している。 

      
      

   なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の
満期手形が期末残高に含まれている。 

       受取手形 ４，７９４ 百万円 
       支払手形 ２，２６３  
          
      
      
      
      

 ９ 一部の取引先との決済方法を、債務については据置現金支払い 
  （手形決済によった場合の満期日に現金で支払う方法）にしてお 
  り、併せて農中信託銀行及び住友信託銀行へこの債務を一括譲渡

している。 

         譲渡額は「未払金」に含まれている。 
        未払金   
       農中信託銀行 １，５９９ 百万円 
       住友信託銀行 １３，０１５  
       
      
      

１０ 「流動資産その他」には資産流動化を目的とした営業債権売却
に伴う支払留保額４９７百万円が含まれている。 
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（損益計算書関係） 

第８４期 第８５期 
（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

      
 １ 研究開発費の総額    １ 研究開発費の総額   
  一般管理費及び当期製造経費に含まれる研究開発費   一般管理費及び当期製造経費に含まれる研究開発費 
 １，５７７ 百万円  １，６６８ 百万円 
      
 ２ 他勘定振替高の内容    ２ 他勘定振替高の内容   
  販売費及び一般管理費 １，６０６ 百万円   販売費及び一般管理費 １，８０５ 百万円 
      
 ３ 固定資産除却損の内容    ３ 固定資産除却損の内容   
 建物 ２５ 百万円  建物 ２０ 百万円 
 機械及び装置 ３７６   機械及び装置 １２４  
 工具、器具及び備品 ４２   工具、器具及び備品 ２２  
 その他 １５   その他 ３５  
  計 ４５８    計 ２０１  
      
 ４ 関係会社に対する事項    ４ 関係会社に対する事項   
 売上高 ２２，１９５ 百万円  売上高 ２４，８３６ 百万円 
 製品仕入高 ２０，８８６   製品仕入高 ２３，９９２  
 受取利息 ５９７   受取利息 ４８７  
        
 ５ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額  ５ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
 運賃及び保管料 １１，１４５ 百万円  運賃及び保管料 １０，５０４ 百万円 
 広告宣伝費 １，７２９   広告宣伝費 １，８８１  
 給料手当 ６，７２９   給料手当 ６，５５０  
 賞与 ７０９   賞与 １，０６１  
 賞与引当金繰入額 ９９９   賞与引当金繰入額 １，０３８  
 退職給与引当金繰入額 ２８９   退職給付費用 ５６９  
 厚生年金基金掛金 １９２   福利厚生費 １，４８０  
 福利厚生費 １，３８９   減価償却費 ３５９  
 減価償却費 ３８９   賃借料 ２，８０９  
 賃借料 ２，７９９      
      
  販売費に属する費用のおおよその割合 ４２ ％   販売費に属する費用のおおよその割合 ４１ ％ 
  一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５８ ％   一般管理費に属する費用のおおよその割合 ５９ ％ 
      
      
      

 ６ ゴルフ会員権評価損には貸倒引当金繰入額８３百万円を含ん
でいる。 
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（リース取引関係） 

第８４期 第８５期 
（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） （平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

  
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

      
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
 （単位：百万円）   （単位：百万円）  
  取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高    取 得 価 額 減価償却累 期 末 残 高  
  相 当 額 計額相当額 相 当 額    相 当 額 計額相当額 相 当 額  
 機 械 及 び   機 械 及 び  
 装 置 

５５２ ３６７ １８５ 
  装 置 

２４０ １６１ ７９ 
 

 工 具 器 具   工 具 器 具  
 備 品 

１，５０３ ７５１ ７５２ 
  備 品 

１，３４１ ６４８ ６９３ 
 

    
 

そ の 他 ３２８ １７２ １５６ 
  

そ の 他 ３２２ １４５ １７７ 
 

    
 

合 計 ２，３８３ １，２９０ １，０９３ 
  

合 計 １，９０３ ９５４ ９４９ 
 

      
 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定している。 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産
の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定している。 

      
 ②未経過リース料期末残高相当額   ②未経過リース料期末残高相当額  

一年以内 ４６２ 百万円     一年以内 ３５５ 百万円 
    一年超 ６３１      一年超 ５９４  
    合計 １，０９３      合計 ９４９  
      
 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定している。 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定している。 

      
 ③支払リース料及び減価償却費相当額   ③支払リース料及び減価償却費相当額  
    支払リース料 ５６６ 百万円     支払リース料 ４５７ 百万円 
    減価償却費相当額 ５６６      減価償却費相当額 ４５７  
      
 ④減価償却費相当額の算定方法   ④減価償却費相当額の算定方法  
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

いる。 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

いる。 
      
      
 オペレーティング・リース取引   オペレーティング・リース取引  
      
  未経過リース料     未経過リース料   
    一年以内 ６ 百万円     一年以内 １７ 百万円 
    一年超 ５      一年超 ２６  
    合計 １１      合計 ４３  
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（有価証券関係） 
 
※前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）
に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載している。なお、当事業年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３
１日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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（税効果会計関係） 
             
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳             
         （単位：百万円） 
   第８４期   第８５期   
  （平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）  
    繰延税金資産             
     貸倒引当金損金算入限度超過額    ４６    １，４２３   
     賞与引当金損金算入限度超過額    ３７３    ３７１   
     未払事業税    １０    ９   
     退職給与引当金損金算入限度超過額    １９２    ―   
     退職給付引当金損金算入限度超過額    ―    ５，６６４   
     適格退職年金過去勤務債務引当金損金算入限度超過額    ６３３    ―   
     繰越欠損金    ６２７    １，３４１   
     新規取得土地に係る負債利子の損金不算入額    ―    １   
     債務保証損失引当金繰入額    ―    １，０５０   
     ゴルフ会員権評価損    ―    ９１   
     投資有価証券評価損    ―    ４４   
     その他    ―    ６９   
    繰延税金資産小計    １，８８１   １０，０６３   
    繰延税金資産合計    １，８８１   １０，０６３   
             
             
    繰延税金負債             
     特別償却積立金   △ ３６   △ １２   
     海外投資等損失積立金   △ １９６   △ １５７   
     退職給付信託設定益    ―   △ ２，７０９   
    繰延税金負債合計   △ ２３２   △ ２，８７８   
    繰延税金資産の純額    １，６４９    ７，１８５   

             
             
             
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別内訳 
         （単位：％） 
   第８４期   第８５期   
  （平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）  
    法定実効税率    ４２．０    ４２．０   
             
     （調整）             
     交際費等永久に損金に算入されない項目   △ ４．９   △ １．１   
     受取配当金等永久に益金に算入されない項目    １．４    ０．７   
     住民税均等割等   △ ２．２   △ ０．６   
     過年度法人税、住民税及び事業税   △ ６．１   △ １．２   
     その他    １．６    ０．１   
    税効果会計適用後の法人税等の負担率    ３１．８    ３９．９   
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（デリバティブ取引） 
 

記載を省略している。 
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（役員の異動） 
 
（１）代表者の異動   
   

退任予定取締役   
   
    取締役副社長 坂 田  耕 造  
   
    専務取締役 小舘 真佐夫  
   
   
（２）その他の役員の異動   
   
１．役員の異動   

   
    常務取締役経理部長 藤 井  克 巳 （現 取締役経理部長） 
   

２．新任監査役候補   
   
    監査役 丹 波  俊 人 （現 伊藤忠商事（株）生活資材部門長兼生活資材・化学品ｶﾝﾊﾟﾆｰ CIO） 
   

３．退任予定監査役 福 田  光 昭  
   

 


